







































1866年に軍人年金基金（Askerî Tekâ‘üd Sandığı）が設立され，69年帝国陸軍軍人年金法（Asâkir-i 
Berriye Mülûkâne Tekâ‘üd Kânûnnâmesi）が制定された。79年には文官のための年金法（Me’mûrîn-i 
Mülkiye Tekâ‘üd Kânûnnâmesi）も定められた。81年には新たに陸軍軍人年金法（Asâkir-i Berriye 
Tekâ‘üd Kânûnnâmesi）が制定されたが，86年に陸海軍・兵器廠・ジャンダルマの年金基金が全軍人
年金基金（Umûm Askerî Tekâ‘üd Sandığı）に統合され，この新基金のために軍人年金基金規則（Askerî 
Tekâ‘üd Sandığı Nizâmnâmesi）が制定されるに至った。こうして軍人・文官のための年金制度の整備
が進む中で，1890年には，はじめて非公務員のための年金基金が設立される。それは本稿で取り上
げる官営汽船会社特別局（İdâre-i Mahsûsa）の年金基金で，特別局年金規則（İdâre-i Mahsûsa Tekâ‘üd 
Nizâmnâmesi）が制定された。同社が非公務員の年金制度の嚆矢となったのは，官営，とりわけ海軍
直轄の組織であったためではないかと推測される。青年トルコ人革命の翌年 1909年には軍人年金・
退職法（Askerî Tekâ‘üd ve İstifa Kânûnu）と国家公務員の年金に関する法（Memûrîn-i Mülkiye’nin 
Tekâ‘üdüne dâir Kânûn）が定められ，トルコ共和国に至るまでこれらの法規が施行されるが，1930






































れていたが，青年トルコ人革命後の 1910年にオスマン海運局（Osmanlı Seyr-i Sefâ‘in İdâresi）とな
り，1923年オスマン帝国が消滅してトルコ共和国が誕生すると，トルコ海運局（Türkiye Seyr-i Sefâ‘in 






















































































第 2条： 本則の権利は大戦の宣戦布告時にあたる〔財務歴〕1330年 7月 1日（1914.7.14）からとし，
施行は商務省が担当する。








ムラト船長（生年 1868，入局年 1891，以下同様）は，大戦中 1915年に捕虜としてインドに送られ，
1920年に帰国した。戦後職場に復帰して 22年に年金受給者として退職したが，24年に再雇用された。
32年，64才で 2度目の在職期間を終了し，あらためて年金手続きを申請した際，捕虜期間の 5年３ヶ
月 11日を 2倍に換算することを求めて国政会議（Şûrâ-yı Devlet）に提訴した。結果はムラトの主張
が認められ，判決に従い海運局側も捕虜期間の加算を受け入れた。
b．イブラヒム・エトヘム・エフェンディ İbrahim Edhem efendi 12 
イブラヒム・エトヘム（1870/71，1896）船長は 1932年 6月 1日付で退職し，年金資格者となった。
彼も勤続年数の算定時に捕虜期間を 2倍に換算すべきとして提訴している。これに対する海運局の対
応をトルコ海運局人事部の文書 13から知ることができる。それによると，エトヘム船長の実働勤続年
数は人事録によれば 35年 1ヶ月 6日であるが，そのうち 6年間はロシアの捕虜となっていたことが
わかった。このように捕虜となっていた期間は 2倍に数え，年金手続きもそれに従ってなされるとい
う旧公務員年金法の規定は〔海運〕局の規則には記載されていない。旧年金法は 1683号軍人・文官





c．ヒュセイン・アヴニ・ベイ Hüseyin Avni bey 15 
ヒュセイン（1872，1893）は，1911年に船長に昇進するも 1932年人員整理の対象となり解雇され






































スタファの訴えを認め，年金を増額し 1933年 7月 1日に遡って支給することを承認した。







これを受けてトルコ海運は，イブラヒムの人事記録を調査したところ 1917年 10月 1日から 1918
年 6月 1日まで 8ヶ月間の捕虜期間は理由不明で加算がされなかったが，退職時，勤続年 32年 10ヶ




g．ジェマーレッティン・エフェンディ（ジェマール・ベイ）Cemalettin efendi （Cemal bey）20  
ジェマーレッティン（1890/91，1907）は事務職員として 1919年まで在職していた。この間，1914
年 9月 1日付で兵役のため離職，除隊後 1918年 12月 14日付で元の職に復帰している。彼は退職後，



















































































個人番号 交信期間 採否 申請理由
438 1926-27 〇 捕虜
440 1932 〇 捕虜
631 1932 〇 捕虜
478 1932-33 ×？ 輸送従事
669 1933 × 輸送従事
625 1933-35 〇 捕虜
733 1935 〇 捕虜
663 1935 × 輸送従事
700 1937 × 輸送従事
640 1944 × 輸送従事
























4  例えば，老齢，障がい等の理由で退職した者たちに，tekâ’üdiyye, arpalık, oturak ulûfesiといった名称の下に，
生計に足るだけの金額の給与を支払っていた。高位の軍人やウラマーは引退すると生活を維持する年金が与
えられ，これを arpalıkといった。宮廷に仕える者たちも，引退すると tekâ’üd ulûfesiが，引退したイェニチェ
リにも oturak ulûfesiが与えられた（Özbek, Nadir, Osmanlı İmparatorluğu’nda Sosyal Devlet ; Siyaset, İktidar ve 
Meşruiyet (1876-1914) , İstanbul, 2002, p.45）。
5  Yumşak, İbrahim Güran, “Ottoman Loss of Human Capital in the Gallipoli Campaign”, in İlhan, Mehmet Mehdi
























【帝国陸軍軍人年金法】【Asâkir-i Berriye-i Mülûkâne Tekâ‘üd Kânûnnâmesi】1869








【陸軍軍人年金法】【Asâkir-i Berriye Tekâ‘üd Kânûnnâmesi】1881







に 12ヶ月でなくとも，やはり各 1年を 12ヶ月とみなして 24ヶ月とする。
　宣戦布告時から和平締結時までの戦時年限の各 1年を 2年とみなす。また同様に 12ヶ月間に満た
ない遠征期間も 1年間の遠征とし，24ヶ月とみなす。
【陸軍年金・退職法】【Askerî Tekâ‘üd ve İstifa Kânûn】1909（Düstûr II-1-694-716）
第 5条
　従軍している将官・将校・軍務管理職・軍事部局書記その他軍属の年金の（勤続）期間の算定にお
いて，宣戦布告時から講和締結までの期間が 1年未満であれば 2年，1年以上で 2年未満であれば 4
年とみなし，この方式に従い戦時期間の付加を行い軍務期間を計算する。
【国家公務員の年金に関する法】【Memûrîn-i Mülkiye’nin Tekâ‘üdüne dâir Kânûn】1909（Düstûr II-1-
666-674）







【第 1683号 軍人・文官年金法】【Askerî ve Mülkî Tekâ‘üd Kânûnu】1930
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